
平成１９年５月１１日

日本原子力発電株式会社

平成１９年度東海発電所、東海第二発電所の事業計画概要について

　当社、東海発電所、東海第二発電所の平成１９年度の事業計画概要について、

別紙の通りお知らせ致します。

（別　紙）

平成１９年度　東海発電所、東海第二発電所の事業計画概要

以　上



平成１９年度　東海発電所、東海第二発電所の事業計画概要

　　当社は、原子力発電のパイオニアとしてのこれまでの経験・知見を踏まえ、「安全

第一」を全てに優先し，地域に根ざした事業活動を展開し「社会に開かれた企業」と

して信頼されるよう発電所の安全・安定運転に努めてまいります。

　　今後の具体的な取組みとしまして、東海発電所の廃止措置工事の着実な継続、東海

第二発電所の安全性を更に向上させるための高経年化対策（第６給水加熱器取替、炉

内予防保全工事、原子炉再循環流量制御方式の変更）及び耐震性の向上対策（非常用

ガス処理系配管及び主排気筒改造）を積極的に推進してまいります。高経年化対策を

講じることによって、新しくなった設備を活用した出力向上を実施してまいります。

　

１．運転計画

平成１９年度の東海第二発電所の運転計画は以下の通りです。

○発電電力量：約８６．３億キロワット時（設備利用率：約８９％）

○定期検査（第２３回）：平成２０年３月下旬より約３ヶ月

２．主な工事等

（１） 東海発電所

　　　①廃止措置工事

　平成１９年度は、原子炉領域について引き続き安全貯蔵を行います。また、工事

については、熱交換器等、燃料取扱建屋領域機器及び燃料取替機等の撤去工事を継

続してまいります。

　また、「放射性物質として扱う必要のない物（クリアランス物）」については、放

射能濃度の測定及び評価に係る国の認可(平成 18 年 9 月 8 日)を得て測定及び評価を

行っております。そのうち約 107 トンの金属について、4 月 27 日に放射能濃度の測

定及び評価結果に係る確認申請を経済産業大臣宛に行いました。今後、確認を受け

た後、クリアランス物の再生利用に取組んでまいります。

　なお、放射性物質濃度の極めて低い廃棄物（レベル３）を対象とした敷地内での

埋設の適用性を確認するため、平成１８年度に引き続き、地質及び地下水流動状況

を詳細に把握する本格調査を実施し、調査の結果を踏まえ、今後の進め方について

検討を行ってまいります。　　　　　　　　　　　　　　　（添付資料－１参照）

　（２）東海第二発電所

　　　①使用済燃料貯蔵設備の増強工事

　

（別　紙）
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　第二期工事完了により、貯蔵容器２４基中１５基の製造が完了し、順次使用済燃

料の貯蔵を行っております。

　平成１９年度は，第三期工事分として残り９基中２基の貯蔵容器の製造を継続し、

発電所への搬入を経て１０月に竣工する予定です。また、平成１８年度に第３期工

事分から取り下げた４基については、第４期工事分として平成２１年度竣工を目途

に準備を進めてまいります。

　　　②給水加熱器保管庫の設置工事

　高経年化対策の一環として発電所設備の信頼性向上を図るため、平成２１年度の

第２４回定期検査において第６給水加熱器３基の取替を計画しております。取外し

た第６給水加熱器及び発生する廃材を切断処理するまでの間、保管するための施設

として給水加熱器保管庫を設置する予定です。　　（添付資料－２･１、２･２参照）

（３） 東海発電所、東海第二発電所

　　　①放射性固体廃棄物の処理設備の設置工事

　　　固体廃棄物の減容・固化と埋設施設への搬出を推進するため雑固体減容処理設

備及びセメント混練固化装置の設置工事を平成１５年１１月に着手しました。

　○雑固体減容処理設備については，平成１８年３月に運用を開始しました。

　○セメント混練固化装置については、平成１７年４月に運用を開始しましたが、東海

第二発電所減容固化体の粘性改善及び東海発電所で発生する蒸発固化体取出装置

の改善対策を継続し、平成１９年度末に運用を再開する予定です。

　　　　　　　　　　　　　（添付資料－３参照）

３． 燃料等輸送計画

　（１）新燃料

　　　　東海第二発電所用新燃料

・ 輸送体数　　　　　 ：計　１４４体

・ 輸送容器の種類     ：Ａ型核分裂性輸送物

・ 搬出元（事業者名） ：（株）ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾆｭｰｸﾘｱ・ﾌｭｴﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ

　　　　　　　　　　 ：原子燃料工業（株）

・ 輸送期間及び回数　 ：第３四半期（３回）

　　　　　　　　　　　　　　（注）輸送体数、時期は変更されることがあります。

　（２）使用済燃料、低レベル放射性固体廃棄物

　本年度は、東海第二発電所の使用済燃料及び低レベル放射性固体廃棄物を

輸送する計画はありません。

２



４．その他

　（１）東海第二発電所

　　　１）原子炉再循環流量制御方式の変更

　　東海第二発電所の原子炉再循環流量は、流量制御弁による制御方式を用い

ており、国内の沸騰水型軽水炉（ＢＷＲ）では東海第二発電所特有の設備で

す。このため、保守性および設備の信頼性向上を図ることを目的として、国

内の他のＢＷＲで採用されている原子炉再循環ポンプ回転速度制御による方

式に変更することを予定しております。　　　　　　　（添付資料－４参照）

　　　　　　

　　　２）出力向上計画

　東海第二発電所では，高経年化対策として設備保全・更新によって発電所

の一層の安全性・信頼性向上を行ってまいりました。また、このようなこと

も踏まえ出力向上に係る検討を行ってまいりました。この結果、原子炉熱出

力及び電気出力を約５％向上させることの技術的な見通しを得ました。

　原子力発電は、地球温暖化対策と我が国のエネルギー安定供給に貢献する

ものであり、原子力政策大綱においても安全の確保を前提とした出力増強に

取り組んで行くことを期待されております。

　今後、平成２１年度第２４回定期検査後の実施に向けた許認可等手続きの

準備を進め，出力向上に必要となる高圧タービン改造等の工事も第２４回定

期検査に合わせて実施する予定です。　　　　　　　　（添付資料－５参照）

　　　　　

　　　３）ＬＬＷ（低レベル放射性固体廃棄物）作業建屋（仮称）の設置

　発電所内に保管している放射性雑固体廃棄物の埋設施設への搬出の推進等

を行うため、ＬＬＷ作業建屋（仮称）の建設に向けた許認可等手続きの準備

を進めてまいります。　　　　　　　　　　　　　　　（添付資料－６参照）

　　　　　　　　　　　　　　

　　　４）耐震性向上工事

　「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴い、非常用ガ

ス処理系（以下ＳＧＴＳ）配管と排気筒の耐震性向上工事を計画しており、

定期検査における事前の現地調査も終了しましたので、準備ができ次第、工

事を開始いたします。　　　　　　　　　　　　　　　（添付資料－７参照）

３



５．添付資料

資料－1　　東海発電所廃止措置

資料－2･1　給水加熱器保管庫の設置工事

資料－2･2　保管容器等の概要

資料－3　　放射性固体廃棄物の処理設備の設置工事

資料－4　　原子炉再循環流量制御方式の変更

資料－5　　出力向上計画

資料－6　　ＬＬＷ作業建屋（仮称）の設置

資料－7　　耐震性向上工事

以　上
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料－１

東 海 発 電 所 廃 止 措 置

解体概念図
：解体撤去対象 ：解体撤去済み

熱交換器等の撤去
(平成 19 年度は，1 号機及び 2 号機熱交換器周辺機器を撤去)

燃料取替機等の撤去

燃料取扱建屋領域機器の撤去

５

廃 止 措 置 工 程

放射性物質濃度の極めて低い廃棄物（レベル３）を対象とした敷地内埋設の適用性調査

　　　　年度

項目
平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度

調査等 予備調査      　　　　　本 格 調 査         

今後の進め方検討



給水加熱器保管庫の設置工事

　

　

資料－２・１

水の流れ

第６給水加熱器概略

蒸気入口

水の流れ

 主要寸法：全長　約１５ｍ

           胴径 約 ３ｍ

蒸気ドレン出口

東海第二発電所　主要系統概略

１． 新増設等計画書提出　平成１８年１２月１４日

２． 工事時期　　　　　　平成１９～２０年度

６

第６給水加熱器（３基：Ａ・Ｂ・Ｃ）



　

　

資料－２・２

７

換気扇

吸気口

北

建 屋 鳥 瞰 図

保 

管 

容 

器

保 

管 

容 

器

保 

管 

容 

器

保 管
容 器

給水加熱器保管

鉄筋コンクリート保管

構造：鉄筋コンクリート造

　　　（地上１階）

容積：約５，１００㎥

間口：約２５ｍ

奥行：約２５ｍ

高さ：約　８ｍ

壁厚：約０.３ｍ

建 屋 平 面 図

保 管 容 器 等 の 概 略

給 水 加 熱 器

給水加熱器保管容器 鉄筋コンクリート保管容器

型式：横置円筒型

設計圧力：大気圧

材質：炭素鋼

 全長：約１７ｍ,　支持脚：約　２ｍ

 全幅：約　５ｍ,　厚　さ：約２０ｍｍ

 全高：約 ５ｍ, 重 量：約５４トン

材質

鋼製

全長：約６ｍ

全幅：約６ｍ

全高：約３ｍ



資料－３

年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度
（西暦） （2002） （2003） （2004） （2005） （2006） （2007）

 　

　　　
　　　

　　

放射性固体廃棄物の処理設備の設置工事

運用開始▼

設置スケジュール

設置変更許可

工事認可

雑固体減容処理設備設置工事

セメント混練固化装置設置工事

運用開始▼

設置場所

タービン建屋

サービス
建屋 原子炉

建屋

雑固体減容処理設備設置場所

主排気筒

廃棄物処理建屋

セメント混練固化装置設置場所

運用再開 ▽

東海第二発電所減容固化体
（粘性改善）

東海発電所蒸発固化体
（取出装置改善）

８



原子炉再循環流量制御方式の変更

資料－４

：原子炉再循環ポンプ及び流量制御弁

循環水ポンプ

放水路へ

冷却水

(海水)

復水器

タービン蒸気 変圧器

発電機
水

給水ポンプ

水

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

１．許認可手続き　平成１９年度（予定）

２．工事開始　　　平成２０年度（予定）

原子炉再循環ポンプ及び流量制御弁

９

現　状

● 弁の開度で流量を制御

○東海第二発電所特有の設備

原
子
炉
か
ら

原
子
炉
へ

流量制御弁再循環ポンプ

 回転数定速

 （高速用）

 （低速用）

開度制御

装置

変　更

原
子
炉
か
ら

原
子
炉
へ

再循環ポンプ

 回転数を

     変更

電源装置

●ポンプの回転数で流量を制御

○ 国内ＢＷＲプラントで採用中

○ 保守性、設備の信頼性を向上



出 力 向 上 計 画

　　高経年化対策として、これまでにも設備保全・更新に取組み

　　（今後も計画的に実施）

　　　　　　　　　　　　　　 出力向上の検討

資料－５

第６給水加熱器取替（平成 21 年度計画）

原子炉内予防保全対策（平成 21 年度計画）

高圧タービン一部改造

（平成 21 年度計画）

約５％

向　上

約５％ 向上

１０

　許認可手続き　平成１９年度（予定）

　　第２４回定期検査（平成２１年度）後に
　　　　　　原子炉熱出力　⇒　約５％向上

　　　　　　発電機出力 　⇒ 約５％向上

原子炉再循環流量制御方式の変更

（平成 20･21 年度計画）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料－６

 ＬＬＷ作業建屋（仮称）＊１の設置

11

＊１： ＬＬＷ作業建屋（仮称）

発電所で発生した低レベル放射性固体廃棄物（ＬＬＷ）のレベル放射性廃棄物埋設センターへの搬出を推進

するため、高周波溶融炉の前処理（仕分け、切断）を増強する目的で設置する。また、工事で発生した大物

廃棄物の切断も可能なように設計する。

＜ＬＬＷ（低レベル放射性固体廃棄物）作業建屋（仮称）イメージ図＞

運搬船

１．許認可手続き　平成１９年度（予定）

２．工事開始　　　平成２１年度（予定）



耐　震　性　向　上　工　事＊1

　

　　　

　　　　　　

＜東海第二発電所　非常用ガス処理系配管耐震性向上対策（例）＞

＊１：耐震性向上工事

指針改訂（平成18年9月19日原子力安全委員会）内容のうち、耐震重要度区分の変更（旧指針でＡクラスだったものを

Ａｓクラスに格上げ）に伴い、ＳＧＴＳ配管と主排気筒について耐震性をより一層向上させるための工事を計画している。

＊２：非常用ガス処理系（ＳＧＴＳ）

事故時に原子炉建屋内の空気中に漏えいした放射性物質を活性炭フィルター等で処理し、ＳＧＴＳ排気筒から大気中に放

出する系統。

＊３：主排気筒

　　　　　通常時に気体放射性廃棄物を大気中に放出する円筒状の構造物。主排気筒はＳＧＴＳ排気筒を支持している。

資料－７

１2

【変更ルート】

非常用ガス処理系＊２

配管　【現状ルート】 主排気筒＊3

ﾀｰﾋﾞﾝ
建屋

建屋外配管

建屋内換気ファン

原子炉建屋

非常用ガス処理系

　　　　　排気筒

現　状

撤去

　補強材取付

対策後

主排気筒耐震性向上対策（例）

基礎杭

高架

排気筒へ

地表面

（約 15m）

制
振
サ
ポ
ー
ト
等
設
置
位
置
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